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I.目 的

本稿の目的は,教員養成系大学・学部における教員養成カリキュラム及び教育の改善・充実の方

策を,調査研究に基づいて,具体的に明らかにすることにある。

近年,政府レベルにおいて,教育職員免許法を含めて現行の教員養成制度を改変しようとの動き

が急である。こうした状況の中で,大学人の意識は,ややもすると,法規上の免許状取得のための

履修基準の改変に即して,必要な授業科目の開設や最低修得単位数の引き上げ等の外枠をいかに整

えるかという方向に向かいがちとなる。

しかし,いかに教員養成系大学 。学部といえども,そのカリキュラムは各々の大学
。学部の教育
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の一環として位置づけられるべきものであり,教員養成カリキュラムの改善・充実は,全国一律に
法令等の改訂で推進しうるというよりは,個々の大学 。学部の自主的努力に依拠した極めて実践的
な課題であるといえよう。従って,大学 。学部ごとに実証的な検討を進める意義は大きい。
既に,少なくない教員養成系大学・学部において,教員養成カリキュラムの改善・充実のための
独自の試みが行われている伊鳥取大学教育学部においても,ま とまった報告はされていないものの,

わずかずつながら内部的努力が積み重ねられてきている。本稿の基になっている「教員養成カリキ

ュラムのあり方検討のための学生アンケート」の実施も,その一つである。
教師の力量形成は,大学での養成段階のみで完結するのではなく,養成・採用・研修を含めた教
師の生涯に渡る学習による自己形成・自己変革によって果たされるものである。その意味において,

教員養成カリキュラムを教師教育の一環に位置づけて検討すべきことが提起されてきているP本稿は,
このような提起を鳥取大学教育学部の実態に照らして,教員養成カリキュラムが青年期にある学生
たちの自己形成・自己変革を促しうる内実を有するための改善・充実のあり方を探ることを,特に
企図した。

H.方 法

1984年度鳥取大学教育学部カリキュラム委員会0の実施した「教員養成カリキュラムのあり方検討

のための学生アンケー ト」を基礎資料とした。同アンケートは,「すぐれた教員の養成をはかるため,

鳥取大学教育学部カリキュラムをさらに充実する上での基礎資料を得る」目的で,1984年 10月 に実
施したもので,1985年 1月 に結果の概要が中間報告されている。

調査対象母集団は,鳥取大学教育学部の専門教育課程在籍学生で教育実習を経験した者で,資料
として付した調査用紙を用いて,教育実習事後指導及び講義時間を利用して,自記アンケート法に
より調査した。

1984年度専門教育課程在籍学生は総計で367名であったが,こ の内,教育実習経験を有する調査対
象母集団は354名であり,有効回答総数は264名 (回収率74.6%)であった。

表 1 有効回答の属性
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注1)( )内 は、調査対象母集団に対する有効回答の回収率。

有効回答の属性を表 1に ,1984年度専門教育課程学生の属性を表 2に示した。鳥取大学教育学部
では, 3年次 (専門教育課程に進学した 1年目)に観察参加実習を, 4年次 (同 2年目以降)に本
実習を行っている。課程別 。性別は特に説明を要しないであろうが,養護学校教員養成課程の小学
部を甲で,中学部を乙で表示してある。有効回答者は,1984年度専門教育課程学生に比べて,やや

小学校課程が多く,中学校課程が少ない。また,男子の比率がやや小さい。しかし,有効回答者に
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表 2 1984年度専門教育課程学生の属性 単位 :人 (%)
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注 1)1984年度 8月 1日 現在の専門教育課程在籍学生数調べによる。
2)入学年度別の項目による調査のため、年次別学生数は不明である。
3)表 1の対象母集団総数が 354名 と 367名より少ないのは、教育実
習未経験の専門教育課程学生が存在するためである。

極端な属性の偏 りはない。

電算機処理は,鳥取大学電子計算機センターを通じて行った♂集計並びに考察にあたつては,有効

回答全体の単純集計の他に,必要に応じて属性等によるクロス集計を利用した。ただし,専攻 (専

修)の属性は,有効回答者 3ないし4名のところもあったので,考察から除いた。

なお,考察に際して,データの持つ意味をより鮮明にするために,同時期に行われた 3種の調査

結果との比較を行った。それは,鳥取大学学生生活実態調査専門委員会が,1983年 12月 に実施した

「昭和58年度学生生活実態調査P(以下「学生生活調査」とする)が,まず一つ目である。そして,

鳥取大学第 7期入学者選抜方法研究委員会「入学者選抜方法等の改善に関する基礎的研究」グルー

プが,1983年 9月 に実施した「入学者選抜方法等の改善に関する教官アンケート?(以下「教官入試

調査」とする)及び1984年 10月 に実施した「同学生アンケート?(以下「学生入試調査」とする)が ,

二つ目及び三つ目である。

Ⅲ.結果及び考察

1.「教員養成」という目的をめぐって

(1)入学前の教職希望度

現在,我が国の教員養成は開放制及び大学における養成を原則としている。教員養成系学部のカ

リキュラム及び教育のあり方を論議するに際して,常に問題となるのが,教員養成を目的とした学

部か否かということである。戦後,教員養成制度改革の中で,教員養成を唯―の目的とする教育機

関はつくらないということか強調されたことを想起すれば,教育学部が教員養成のみを目的とした

学部でないことは,理念的に認めうるところであろう。しかし,実際には,教員養成を主たる目的

としている側面が大きい。鳥取大学教育学部の場合,教員養成の機能がどのくらい認識されている

のであろうか。

本調査で「入学前の教

職希望度」(Ql)を 尋ね

てみたところ,教職希望
は75.2%に も上ったpし

かし,入学時点では,教

職以外を希望している者

も14.8%存在していた。

それは,特に女子 (及び

女子学生の多い小学校課

程)に多く,21.3%と 5
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図1 入学前の教職希望度 (Ql) 単位 :%
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名に1名 が教職以外を希望していた。このように,「入学前の教職希望度」からは, 4分の 3の学生
が教職を希望し一応は目的的に教育学部へ入学してくることが伺えた一方で,教員以外を希望する
学生も教育学部に入学していることが判明した。 (図 1)

12)入学前の希望の質

鳥取大学教育学部学生の特徴として,ま ず挙げられるのは,県内高校出身者が共通一次学力試験
制度が導入されて以降  表3 鳥取大学入学者における県内高校出身者の比率の推移 (学部別)単 位:%
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他の 3学部と比較してみると,教育学部ならでは
の特徴となっている。

「学生生活調査Jとこ基づけばP鳥取大学を選択し
た学生の動機は,全学的には,第 1位「自分の学
力に見合う大学だったのでJ(51.2%),第 2位「国
立大学だから」(41.0%),第 3位「地元大学だか
ら」(28.5%)であったが,教育学部の場合には,
「地元大学だから」 (49.4%)が第 1位で,第 2位
「自分の学力に見合う大学」(40。 7%),第 3位「将
来の職業を考えて」 (25。 9%;全学第 5位11.8%)
であつた。「地元大学だから」は,特に女子の場合 ,
51.5%(第 1位)と極めて高く,入学者の女子の割合は,教育学部の場合約 6割であった (表 4)。
教育学部に地元出身者が多いこと,ま た,地元大学であることを選択の動機としていることは,
入学前の教職希望が,「地元に残りたいために教職を希望する」というものであったり,「地元に就
職するためには教職しかないJと いうものに限定された内容であることをも疑わせる。
また,女子学生の中には,教育学部外の文化系学部を希望しながらも,県外に出したくないとい
う親の願いから,鳥取大学教育学部を選んだ者も少なくない。教職を希望していたか否かに関わら
ず,希望の内容・質を吟味する必要があろう。
13)在学中の教職希望の変化及び就職状況
教育実習経験によって教職希望がどのように変イヒしたのかを図 2に示した。結果は,本実習修了
生の場合,本実習を修了した時点で,入学前に教職以外を希望していた者の60.0%が教職希望に変
化していた。一方,逆に,入学前に教職希望の者の13.7%が教職以外の希望に変わっていた。
実際の就職状況をみると(表 5),教職に 8割前後が就いており,教員待機者を含めると卒業生の
9割前後が教職に就 くか,教職を希望している。教職を希望しない者が,卒業前に退学したという
ことも考えられるが,教育学部卒業生の教職への就職率が低下している全国的な傾向の中で,極め

表 4 女子入学者の比率の推移 (学部別)
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-――――十一―十一―十一一十一――

教育学部 159.9158,0157.2157.2
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注 1)鳥取大学学生部『入学試験に
関する調査J(各年度)よ り。
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特徴的である。

教職希望へ 教職以外希望ヘ

図 2 本実習修了生の教職希望の変化  単位 :%
(Ql× Q6本実習を体験して)

注 1)変化の「教職希望へ」はQ6の選択肢 1・ 3・ 5が、
「教職以外希望へ」は2・ 4・ 6が、「分からない」
は7が該当する。

表 5-1 教育学部卒業生の就職状況 (%) 表5-2教 員の県内就職率及び臨時講師の状況
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(各年度)よ り。ただし、78年度
―■/1、 80,82年度 -10/1、 84
年度-6/1調べ。
2)就職には、臨時 (非常勤)講師
を合めてある。
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注 1)鳥取大学教育学部「就職状況」
(各年度)よ り。
2)県内教員就職率の母数は、教員就
職者中、公立小・中・高校教員就
職者の県内・県外の総数。従って、
国 。私立、公立の盲・聾・養讃学校・
幼稚園教員は含まない。
3)臨時講師率の母数は、公立小・中・
高校教員就職者の各々県内、県外ご
との総数。
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襴)教育学部カリキュラム検討の理念
上にみてきたように,目 的論議は置くとしても,教育学部が教員養成の機能を果たしている実態

は事実として否定できない。従って,す ぐれた教員養成を行うという柱を一つの理念として,カ リ

キュラム及び教育の改善方策を探っていく必要を指摘することができる。

確かに,教育学部のカリキュラムは,教育職員免許法に規定されている履習基準 (科目及び単位)

を満たすように編成されており,卒業要件を充足すれば教員免許状が取得できるようになっている。

しかし,こ のことが直ちに,教育学部のカリキュラム及び教育がすぐれた教員養成の機能を果たし

ていることを意味しているわけでないことは,明白である。

では,「すぐれた教員養成」とは何であろうか。ここで留意したいのは,「すぐれた教員養成」と

は,「すぐれた教員」の養成ではなく,す ぐれた「教員養成」の意味で使用しているということであ

る。

既にみたように,教職以外を希望して入学してくる学生も存在しているし,少数とはいえ教職以

外に就職していく卒業生もいる。これらの学生をも含めた「教員養成Jカ リキュラムが検討される

べきであるという側面を一つには含んでいる。
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しかし,よ り大きくは,「すぐれた教員」像は確定しがたく,仮に引確にしえたとしても,それは
一つの理想型があって型はめしていけば達成されるというものではなく,教師としての生涯に渡る

自己形成 。自己変革を通して追求されるべき性格のものであるとの考えからである。

教育実習を挟んで,学生自らが希望を深化させていくという調査結果からみても,「すぐれた教員

養成」とは,教員養成を通じて,広 くは教育学の学習・研究を通じて,自己形成 。自己変革 (多 く

は青年期の)を促しうるものでなければならない。卒業後,教職に就く者とそうでない者に分かれ

るとしても,教員養成を通じて自己形成 。自己変革を目ざすべきことは共通といえるであろうし,

教職に就 く者にとっては教師教育の一環として養成段階を積極的に位置づけることをも可能にする

と考える。

以上のような意味を込めて,教員養成系学部のカリキュラムを「教員養成カリキュラム」と把え
て,改善方策を検討して行きたい。

2.1・ 2年次における教員養成カリキュラム
(1)「教養人」としての力量形成の実態

鳥取大学では,教養部を設置し, 1年次 (入学 1年目)及び 2年次 (同 2年目及びそれ以降で教

養課程に在籍する場合)は教養課程に在籍し,所定の単位を修得し,教養課程の修了を認定された

者が専門教育課程に進学するシステムを採つている。従って,教員養成カリキュラムを改善・充実
する上で,教養課程と専門教育課程とがどのような分担及び連携を行うかということが一つの検討

課題となってくるが,部局が教養部と教育学部に分かれることもあって事態はなかなか複雑である。

教養課程の目標を「教養人」形成とする点で意見の違いはあると思われるが,教養部での学習を

通じて,仮に「教養人」としてどの程度の力量を身につけていると自己評価するかを尋ねた (Q2)。

結果は,図 3に示したごとく,全体として「どちらともいえない」及び「身につけていない」が

多かった。「身につけている」と回答があったのは,「体育」が最も多い30.3%で ,ついで「人文科

学」の22.0%であった。語学関係はさらに悪く,「英語」は「身につけている」9.5%,「身につけて

いない」41.1%,「その他の外国語」に至っては「身につけているJはわずかに1.5%で ,「身につけ

ていない」が80.6%に も上った。

「学生生活調査」に基づけば,0全学的にみて,教養部学生は専門教育課程 (4学部)学生に比し
て,在籍学部に不満を持っており (教養35.9%―専門31,1%;以下同様),再受験 (14.9-5,7)及
び転学科 。課程 (12.3-5.1)を 希望している者も少なくない。また,学習態度については,「卒業
または課程修了に必要な単位が取れるよう最小限の努力をする」者が多く(39.5-32.5),授業が「全

体に難しすぎる」 (36.6-23.6),「やや難しいが予習や復習によって理解できるものが多い」 (40.6

自己評価  身につけている どちらともいえない 身につけていない  (N)
人文科学

社会科学

自然科学

英  語
他の

体  育

(264)

(264)

(261)

(263)

(263)

(264)

図3 「教養人」としての力量形成への学生の自己評価 (Q2) 単位 :%
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-434)と 感じている割に, 1日平均の自主学習の時間は3分の 2の者が 1時間以内 (65.5-44.8)

であった。

ところで,「教官入試調査」の結果によれば

'ゆ

教養部の教官の60.5%が,大学教育の目的を「高度

の専門性をもつ職業人の養成」(15.8%)で はなく,「広く知識を授け,教養人を形成する」ことに

重点を置くべきであるとして,「職業人の養成」を重視する工学部 (職業人養成71.2%―教養人形成

203%,以下同様),医学部 (60.4-23.6),教育学部 (58.5-22.0),農学部 (51.9-26.6),の 教

官の意向と相違をみせていた。

しかし,以下で検討すべきは,部局間で教官の意向に差異があるということではなく,教養課程

及び専門教育課程の双方の立場から,学生の「教養人」としての力量形成をどのように促していく

かということと思われる。

確)教養課程と専門教育課程との関連
教養課程の修了を認定された者のみが専門教育課程に進学するシステムは,教養課程 (一般教育

科日,外国語科目,保健・体育科目)の履修が専門教育課程の学習の基礎であり,前提であるとす

る考えに立脚しているようにも推察される。しかし,実態はそうではない。

1984年度開講授業科目の配当年次を表 6に示したが,教育学部では,小学校課程で41,6%,中学

校課程で51.0%,養護甲課程で46.5%,養護乙課程で52.3%の科目が 1・ 2年次配当になっている

のである。一方, 4年次前期は教育実習,後期は卒業研究に当てるため,専門教育課程の授業料目

のわずか2.3%が 4年次配当として開講されているだけである。

専門教育課程の約半数の授業が 1・ 2年次配当となっている中で,学生が,教養部での学習の際,

専門教育課程の学習とのかかわりをどの程度考えているのかを尋ねた (Q3)。

図 4に示したように, 3分の2(66.7%)の学生は双方をかかわらせて認識してはいなかった。

かかわらせて考えていたのは27.2%で ,男子より女子に多かった。

教養課程と専門教育課程の学習を時間的には同時並行的に進めていても,それは有機的に関連づ

けられるというのではなく,関連なく分立したものとして把えられる傾向が認められた。

ところで,学生は,教養課程での講議等が,将来教員になったとして実際にどの程度役立てるこ

とができると考えているのであろうか (Q4)。「役立てることはできない」と考えている者が64.4

%と およそ 3分の 2を占め,「役立てることができる」と考えていたのは16.3%であつた (図 5)よ
り

区分

Ｎ

６４

　

０１

狙

男

女

かかわらせて

1考
えた
 /

どちらとも  かかわらせては
いえない
  1考

えなかった

図 4 教養課程と専門教育課程の学習の関連認識 (Q3) 単位 :%

区分 役立蒸3乏
とが  ど漁えな禽  役

立毒3患ょ
は
   (N)

1   ///     /
計               Q6ゆ

図5 教養課程の学習の教職への活用予測 (Q4) 単位 :%



418        渡部昭男 :教員養成カリキュラムの改善に関する調査研究

表 6 1984年度閉講援業科目の配当年次 単位 :科目

注 1)鳥取大学教育学部『昭和59年度 履修の手引』より。従って、年度途中の変更は

科lg自 |,|:|:|!111:十二|こ |こ |,こヨl];:写薮:すF哲髯賃震)
こ1専 1巨を|ど |||ユと|;|;|:IZ日三望塔蓄範駐転豊

互
― 1361*■*電気工学通論 (演 )

:1門 :言冨キそiぞi::そ ii::i;i;itti目 :三

■
=二
笙坐ど互

i_~~~

考慮していない
2)1984年度に開講
年度に開講して
3)通年の科目は、
数えた。

かかわらせて考え

どうらともいえなし

かかわらせては
考えなかっ

されていた授業科
いない科目は含ん
前期 1後期 1と し

目を集計した。従って、開設されていても1984
でいない。
て数えた。後期もクラス開設の科目は前期のみ

`!拿

≡食肇言を営重書票そ暴写]:?早
戻彦諦亀練娑

t帝

命脅キた観察参加実習が、

||!i客竪彗言惑号髯母塾Fプ糧岳∃多程七争とC、[壕≧吝象登み
8)も ちろん、課程共通で開講されている援業科日等も多いので、実際には本表の集
計数より少なくなる。

区分 役立てることが  どちらとも  役立てることは
できる     いえない    できない Ｎ

７２

‐６

７６

図6 関連認識と活用予測との関連 (Q3× Q4) 単位 :%
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しかし,注目すべきは,図 6及び表 7に示した

ように,教養課程の学習と教育専門課程の学習を 重生_四萱聟壁
教養課程での力量形成 (Q3× Q2)

薯唇豪縁程観汽え峰臭言を呈ほと警言藍鬱琵?言 _理登墾差壁三十
り,ま た,「人文科学」,「社会科学」,「英語」の力 _三 __生_生_引

量形成に関しては特に有意な差 (関連認識 5段階 理と二主生上
i巨亜1亜至i憂王二こ亜I巨至1亜Ξ:区分で5%水準)を認め得たことである。    _三全生空■上」

教養課程での力量の未形成の原因を学生にのみ

押しつけたり,教養部のカリキュラムや教育の責

任にするのではなく,実際に 1・ 2年次に専門教

育課程の授業科目の半数が配当されている中では,

教養課程と専門教育課程のカリキュラム及び教育

が有機的に連携していく必要とその有効性が示唆

されていると考える。

0 1・ 2年次における教員養成カリキュラムの改善方策

教員養成カリキュラムは, 3年次に専門教育課程に進学して以降について該当するのではなく,

現状を踏まえるならば, 1・ 2年次からその充実がはかられなければならな
い。

1年次の専門教育課程のカリキュラムの改善希望について尋ねたところ (Q5),「教育入門的科

目 (例えば,現代教育の諸問題,現代教師論)Jの開設には89.4%の ,「ゼミや学校見学,授業参観

の形態」の導入には90.2%の学生が希望回答を寄せていた (図 7-1)。

ところで,入学前の教職希望度は教養課程での学習にどのような影響を与えて
いるのであろうか。

教養課程での力量形成への自己評価と高い関連性を有していたQ3「関連認識Jと の関係をみたと

ころ,教職希望者の方が認識が高いという結果は示されていない(図 8)。 また,教養課程での力量

＼改善希望 希望する 希望しない  (N)

注1)昆≧B葉3托F箪程∵現
」と自己評価した者の

2)宮

3:,:岳阜与写:З::3ζ ttξ::ヨ:。
(ガ検定)

計
警尋全冒身尾       器

図7-1 1年 次の専門カリキュラムヘの改善希望 (Q5) 単位 :%

ゆ 蝉 t      i認

教職以外を希望

 七王三三王王王正三三≡基憂正三三三三王圭王主主主置ヨ
|::|

図7-2 入学前の教職希望度との関連 (Ql× Q5) 単位 :%

注 1)_L段 :教育入門的科目の開設、下段 :ゼ ミ等の形態の導入。
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関連認識 考えた   どちらともいえない (N)

(198)

(26)

( 39)

教 職 希 望

どちらともいえなし

教職以外を希望

図8 入学前の教職希望度と関連認識との関連 (Ql× Q3) 単位:%
形成への自己評価 (Q2)と の間にも有意な関係は認められなかった。
図 8をみると,教職か否かを問わず,む しろ希望を持っていた者の方が,「どちらともいえない」
回答者より関連認識が高いことがわかる。入学前の希望を深化させ,卒業後の進路への意識を高め
ることが,教職を希望するかどうかは別にして,教養課程での学習に対してプラス方向の影響を与
えることが推察できよう。

図 7-2に よれば,ゼ ミ等の形態の導入は入学前の教職希望いかんを越えて改善希望が高い。力日
えて,教職希望者は, 1年次から教職希望を深化させうるような教育入門的科目の開設を強く要望
している。

表 6において, 1年次配当として集計された授業科目は総計で98であったが,課程が複数にまた
がったり,通年開講でダブルカウントされているものを除くと,実際には1984年度で29科目 (表 6
に「 1年次配当授業科目名」を明示)であった。
現行の 1年次配当授業科目には, 1)学問体系の基礎をなす (例えば,数学専攻の集合論等), 2)
技能の練磨・修得に継続的なとりくみと長い時間を要する (教科専門科目の演習・実習関係), とい

う側面を見いだすことができる。このように,各教科専門領域での系統性を意識しての改善・充実
も,さ らに必要である。

しかし,系統性・体系性を専門分化をはかる方向として把えるならば,開設授業科目が増加し,
いわゆる「過密問題」を引き起こしたり,教養課程の授業時間枠を一方的に侵食する事態をも惹起
し,ま た,同一領域の中でかえって関連が薄くなり,系統的でなくなることもある。精選しながら
系統化・体系化を追求する必要があろう。これが, 1・ 2年次の教員養成カリキュラムの改善方策
の一つ目である。

二つ目は,学問としての系統性・体系性をはかる中で各教科専門科目の関係づけを進めると同時
に,教職専門科目及び養護学校教員養成課程にあっては特殊教育専門科目を含め,小・中・養護課
程としての有機的な分担と連携を築いていくということである。学問領域としての系統性・体系性
だけではなく,教員養成としての系統性・体系性が教員養成カリキュラムには求められている。
それでは,教員養成カリキュラムの 1・ 2年次には, どのような内容を準備すればよいのであろ
うか。本調査によって示唆されたことを踏まえるならば,特に 1年次においては,入学前から有し
ていた将来への希望を深化させ,目的意識を持って自己形成に臨めるような意欲を育成する内容が
指摘できよう。現行の 1年次配当授業科目の中では,教職専門科目の「教育心理学概論」,「教育社

表 8 1年 次の専門カリキュラムヘの改善希望 (Q5・ 自由記述)  (N=27)
「

~~~~~~~~~― ―――――――――一―一一 ―――――――――――――――― ――
|.1■ 力HF当ゐ菅田男書とこ日え催あオ  イ11ヽ・1年次配当の専門教育科目を増やす。 (11)
・ 1年次から専門教育課程に所属させる。 (2)

i孝言:旨睾こ吾密ロヨを争肇三豊患暑をみ子とξ9字を,身毒静ど塾イする。(9)
i早聯密髯路多」を3選学宮監炭まぞ轟毛彗ヱ奮まとな毒岳彗濃と述撃ほぃ。(1)
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会学」,「同特殊講義」が,特にそうした内容を含めることが期待される。更には, 9割の学生が望

む教育入門的科目の開設,ゼ ミ・学校見学・授業参観の形態の導入が検討されてよいよ
9表 8に示し

た改善希望に対する学生の自由記述からも,こ の方向での改善・充実が求められていることがわか

る。これが三つ日である。

四つ日は,上記のことが,教養課程での学習,「教養人」への自己形成を促すべく,教養課程と専

門教育課程との有機的な分担と連携が行われなければならないということである。

教旨墓&耳 'りξ笞;蛋雇畳二銘曇各をし?伝逢書   を三_翌堡牟岳鳥争七烏†毛岳ギ岳譜
二1)

づけを確立するとし】う点を強調したい。鳥取大学    望登笠笙

1亜巨IIII亜至I正三:教育学部では,現職教育を行ってはいるが,入試    教育学部 |

1 23.8 1 24,0 1 29。 2 151.5(してはいない。     医学部制度の中に「社会人入学」を導ノ               ト__十一―十一一十一一―
学生を構成するのは, まず全て青年期にある男女

´
  ェ学部 178.6171.9179。 4160.1

で あ る 。 表 9に 示 す ご と く ,教 育 学 部 入 学 者 は 現
   曜 事 覇

~† ~~十
一 ― 十 一 一 十 一 一

―

156。 1 1 54.7 158,0 155,0

箇写i癸豆ぢ常旨ヨζ静:毒識:t宅「禁:iこ二B【ち    _至三二王:晟 :二市扇五市品
「る臨あ

~

に県内高校出身者が約 9割を占め, しかも,限ら    注1)島子
大学学生部『入学試験に
テる調査J(各年度)よ り。

れた県内「進学高校」出身者になってきていると

いう傾向がある。少しデータは古いが,表10を みると,共通第一次試験が導入されて県内高校出身

者が急増 (73.1%)した1979年度入学者において,A～ Eの 5高校出身者が,県内高校出身入学者
)都市部の大学と比較するまでもの97.2%,全入学者の71.0%も の構成になっていることがわかるc

なく,異様とまでいいうる実態である。しかし,県内高校出身者が急激に減少する等々の事態の変

化があまり望めないならば,鳥取大学教育学部の教員養成カリキュラムは,後期中等教育段階を終

えて間がない青年たちの「青年期教育」の実質をも備える必要がある上に,それは,鳥取県の大学

以下の諸教育や子育てと切り結んだ「青年期教育」の創造に支えられたものでなければならな
い。

以上を総じて重要なのは,(青年期の)学生自らの自己形成。自己変革を 1・ 2年次から促す,否

むしろ, 1・ 2年次だからこそ促すという観点の確立と実践の創造であろうよ
°(り

表10鳥取県内高等学校別入学者の比率の推移 (教育学部)       単位 :%

注】;息毅恋言重後守彗金軍護資季薯蓋象翌雫と貧衡審浜占聟あ入学者総数。
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3.専門教育課程における教員養成カリキュラム
(1)専門教育課程での力量形成の実態

専門教育課程での学習を通じて,学生はどのような力量を形成しているのであろうか。それを特
定し,客観的に測定することは容易ではない。不十分ではあるが,こ こでは,将来教員になった時
に発揮することが求められると予測される「力量」を15項目設定して,学生に自己評価してもらっ
た (Q7)。

結果を図 9に示したが,総じて「身につけていない」及び「どちらともいえない」が多く,「身に
つけている」が20,0%以上の項目は,「専門科目に関する理解J(34.1%),「 クラブ活動」9(25.0%)

の 2つに留まった。「専門科目に関する理解」及び「教材研究、教科教育法に関する理解」を除く他

の13項目については, 4分の 1以上の学生が「身につけていない」と回答しており,「父母・地域住

民との提携」 (70.7%),「校内校務分掌、学校経営」 (65.9%),「生活指導 。進路指導」(63.5%),

「問題を持つ子や障害児への適切な指導」 (62.4%),「同和教育の推進」 (61.7%),「授業の評価 ,

学力評価」 (61.6%),「学級集団のとりまとめ,学級経営」 (59.5%),「担当学年及び担当教科の教
育課程の編成」(54.9%)の 8項目については,過半数が「身についていない」と自己評価してい
た。

設定した15の「教員」としての力量の中には,実際に教職に就いてから練磨され深められるもの
が多い。しかし,教員養成は完成教育を目ざしてはいないという考えに立つとしても,こ れらの力
量の基礎は形成されておくべきであり,現に同様の名称で授業科目として開設されているものもあ
る。

専門教育課程での学習内容は将来教職に就いてどの程度役立てることができるかについて間うた

(Q8)結果を,図 10に示した。教科専門科目より教職専門科目の方が,演習及び実験 。実習より
講義の方が,教育実習本実習より卒業研究の方が活用予測は低かった。しかし,講義・ °(38.7%)を 除

いて,他の全てについて50.0%以上が「役立てることができる」と回答していた。

予測される「教員」の力量＼自己評価

教育の基礎理論に関する理解

(専攻・専修)専門科目に関する理解

教材研究、教科教育法に関する理解

子ども理解・子ども把握

身につけている どちらともいえない 身につけていない  (N)

担当学年及び担当教科の教育課程の

授業の計画、教材研究・教材構成

実際の援業の指導・展開

援業の評価、学力評価

生活指導・進路指導

学級集回のとりまとめ、学級経営

校内校務分掌、学校経営

父母・地域住民との提携

問題を持つ子や障害児への適切な指導

同和教育の推進

クラブ活動

幽
醐
側
卿
鋤
卿
酬
鯛
酬
醐
卿
的
鯛
卿
卿

図9 「教員」としての力量形成への自己評価 (Q7) 単位 :%
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区分 役立てることが
できる

役立てることは
できない

―教科尊門科目

教職専門科目

講義

演習

実駿・実習

教育実習・

教育実習・本実習

卒業研究 (120)

愚猿騒曽肇儲教科        弼
副免の学習・教育実習 1          813         1136皓 J(235)

図10 専門教育課程の学習の教職への活用予測 (Q8) 単位 :%

注 1)本実習、卒業研究は、本実習修了生のみで集計。
2)専修専門教科は、小学校課程のみで集計。
3)特殊教育専門教科は、養護学校課程 (甲・乙)のみで集計。

区分 配慮されている どちらともいえない 配慮されていない (N)

計             Q帥

図H 専門教言語ぞ8れとた島写ち呈埜昂禁籍々とも,量注:%

にもかかわらず,図 11に示すように,「現在の専門課程のカリキュラムは,す ぐれた教員としての

資質や能力が形成できるよう配慮されていると思いますか。」の問 (Q9)に対して,42.9%が 晒己

慮されていない」と回答しており,昭己慮されている」の23.8%を大きく上回っていた。

鳥取大学教育学部の場合,個々の授業科目ではなく,専門教育課程のカリキュラム全体として,

どのような力量を学生に形成してもらうのかという合意は,教官内でも未形成であるといえ,その

ことが以上の調査結果にも表われているように思われる。

(21 教員養成カリキュラムとしての改善方策

専門教育課程のカリキュラムヘの改善希望を尋ねた (Q10)結果を,図 12に示した。回答者の総

計で集計した 9つの項目についてみると,「学生側の学び方」(66.3%),「授業科目の配当年次」(59.

7%),「講義 2単位,演習 1単位の単位配分」 (59.3%),「授業科目の形態」(49,0%),「授業科目
の

種類J(42.8%),「授業科目の開設数」(40.5%),「 教官側の指導法」(38.2%),「授業科目間
の関連J

(288%),「最低修得単位数」(14.0%)の順で,改善希望が高かつた。ただし,「授業科日間の関

連」 (47.5%)及び「教官側の指導法」(46.2%)は 「どちらともいえない」との回答が約半数を占

めていた。しかし,「最低修得単位数」を除く8つの項目は,「現在のままでよい」よりも改善希望

の方が多かつた。

以下,順に,自由記述回答も交えて検討したい。

①最低修得単位数及び単位配分

「最低修得単位数」については,「現在のままでよいJ(554%)が過半数を越えており,「改善の

どちらとも
しヽえない (N)

(264)

(264)

(261)

(264)

(257)
0修
60

勺 20
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区分 現在のままでよい どちらともいえない 改善の必要を感じる (N)
最低修得単位数

授業科目の開設敷

援業科目の種類

授業科日の形態

講義 2単位・演習 1単位の単

援業科目の配当年次

授業科日間の関連

教官側の指導法

学生側の学び方

観察参加実習の時期

観察参加実習の期間

観察参加実習の実習校

観察参加実習中の指導

教育実習の事前 。事後指導

本実習の時期

本実習の期間

本実習の実習校

本実習中の指導

教育実習の事前事後指導

事業研究

小学校課程の専修制度

(258)

(259)

(257)

(255)

(258)

(258)

(257)

(262)

(258)

(122)

(123)

(122)

(121)

(120)

(121)

(119)

(121)

(121)

(120)

(121)

Q70

図12 専門教育課程のカリキュラムヘの改善希望 (Q10) 単位 :%

注 1)観察実習関連の項目は、観察参加実習修了生のみで集計。
2)本実習関連の項目及び卒業研究は、本実習修了生のみで集計。
3)専修制度は、小学校課程のみで集計。

必要 を感 じる」 は14.0%に 留 まった。

鳥取大学教育学部における専門教育科目の最低修得単位数は,表 11に示すように,卒業研究 5単

位を含めて,全課程共に88単位となっている。この88単位の内,52.3～61.4%は教育職員免許法に

規定されている免許基準としての最低修得単位である。また,88単位の内,自由選択科目は24(27

3)～32(36.4%)単位となっており,お よそ3分の 1は学生が自由に選択できるシステムになって

①  ③ (N)③②①免許合計数

計

コマ数

観察参加実習修了

本実習修ア生

Oω

図13 取得計画免許状の合計数 (Q12) 単位 :%

(N)

(120)

(120)

図14 1984年度後期受講申請コマ数の週合計 (Q13) 単位 :%



いる。また,88単位は,

大学設置基準に規定のあ

る専門教育課程76単位の

要件より12単位だけ多い。

改善希望の具体的記述

は,合計28件が寄せられ

た。その内,「現状では忙

しすぎる」及び「最低修

得単位数を減らす」が19

件 (67.9%)と 多く,「単

に増やしても無意味。内

容を濃く。」との意見もみ

られた。

一方,「最低修得単位数

を増やす」との見解も8

件 (28.6%)あ り,中に

は,「現在の単位数でよい

教師になれるか不安だか

ら。」との理由も示されて

いた。

ところで,図 13に示す

ように,学生の約 4分の

3が 3種類以上の教員免

許を取得する計画を立て

ており,卒業要件を充足

することによって取得で

きる教員免許状 (主免許

状と呼ぶ)に加えて,数

種類の副免許状を取得す

る者が多い。従って,卒

業時の取得単位総数が

100単位を越える者が一

般的になっている。いわ

ゆる履修上の「過密スケ

ジュール」は,最低修得

単位数88単位に起因する

のでなく,免許状の多数

取得を目ざす傾向による

ものと思われる。 (表 12)

鳥取大学教育学部履修

ittTttg彊死露匿三「千語i::1憂 i卜＼死i弓I猛藉Fξ
~
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表■ 鳥取大学教育学部・専門教育科目の最低修得単位数 (1984年度)
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規程は,「 1年間に履修することのできる授業科目数の最高限度」を50単位としており,過密履修を
防止する立場をとっている。現に,図 14に示したように,観察参加実習修了生の 5分の 4が,週 16
コマ以下の受講申請となっており, 1日 4コ マ制,水・± 2コ マを原則としている鳥取大学教育学
部で,20コ マ全てを埋めている 3年次学生は 4分の 1程度と予測できた。

単位に関しては,最低修得単位数よりも単位配分の方が改善希望が59。 3%と高かった。単位の計
算方法に関しては,大学設置基準第26条に規定されており,各大学 。学部で自由に裁量する余地は

少ない。しかし,自 由記述回答が合計103件寄せられ,全てが「演習の増単位」及び「講義 2単位・

演習 1単位は不当」とする内容であったことは,軽視できない。大学設置基準の規定では,「 1単位
の履修時間を教室内及び教室外を合せて45時間」とすることを基本とした上で,実験 。実習に関し
ては「すべて実験室,実習場等で行われる」としてあるものの,講義及び演習に関しては,教室内
の学修と教室外における準備のための学修の複数の時間組み合せを認めており,改善は可能である。

「演習の準備の方が大変である」とか「講義より身につく」との意見は,単位の計算方法の見直し
とともに,講義のあり方は0(特に,準備のための学修のあり方)に ついて検討を要請していよう。
②授業科目の開設数・種類・形態

授業科目の開設数については,40.5%が「改善の必要を感じる」と回答しており,「現在のままで
よい」 (32.0%)と する者を上回った。自由記述回答は合計で61件寄せられたが,56件 (91.8%)が
開設数を増やすべきであるとしており,精選すべきであるという2件 (3.3%)を圧倒していた。他
に,隔年開講をなくすべきであるとする意見が 3件 (4.9%)あ った。
授業科目の種類についても,428%が「改善の必要を感じる」とする回答であり,「現在のままで
よい」 (29.6%)を上回っていた。自由記述回答は合計で70件寄せられたが,50件 (71.4%)は もっ
と多様にすべきであるとしていた。現在多様すぎるので絞るという意見は 2件 (2.9%)に留まった。

他に,具体的な要望として,「興味に応じた広領域のものを」,「もっと実践的なものを」,「現代的な
内容のものを」,「子どもの実態把握について」,「父母との関わり方について」,「保育内容を」,「福祉

に関するものを」,「特殊教育の中に盲・ろう。肢体不自由関係のものを」,「実技系の科目を増やす」

等の意見が, 1な いし2件あった。

授業の形態についても,「改善の必要を感じる」が49.0%と ,「現在のままでよい」の29.0%を上

回った。自由記述回答は合計で79件寄せられた。最も多かったのは,講義以外の演習 。実験等を増
やすというもので,53件 (67.1%)に上った。逆に,講義を増やすとしたのは,わずかに 1件 (1.
3%)であった。具体的には,「講義がつまらない」,「一般的なことや抽象的な話が多すぎる」,「活
気がない」との意見も示されていた。演習等を増やすに続いて多かった意見に,ク ラスサイズを小
さくするというのが 7件 (8。 9%)あ った。
授業科目の種類及び開設数を増やすべきであるという希望には,施設・設備や人的条件もあって
直ちに応えることはできにくい。しかし,学生の増設要求の背後には,「受講したい科目が少ないJ
という不満があるものと予測されるのであり,例えばぅ少人数の授業や演習形式のものを増やすな
どの工夫(161に よって,精選を図りながら学生の要望に応えていくことは可能であると思われる。
③授業科目の配当年次・関連

授業科目の配当年次については,「改善の必要を感じる」が59,7%と ,「現在のままでよい」の17.

1%を はかるに上回った。自由記述回答95件から,その改善方向を探ってみると, 1・ 2年次 (特に
1年次)配当を増やす (68件,71.6%),年次を指定せず自由にする (13件,13.7%)と いうものが
多数意見であった。理由として,「 3年次に集中しすぎ」,「各年次均等に」というように年次による
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負担の均衡を挙げているものもあったが,「専門課程の学習が役立てうるか否かは,学生側の問題意

識の有無により決まると思う。 1年次からの専門科目の導入や本実習の早期実施で動機づけをして

から,よ り深く専門教科の学習を大学生活の間にできるよう切に改善を望みたい。」という 1・ 2年

次のあり方にまで言及した意見もあった。その他に, 1年次から演習を導入する,教育実習を早期

化するとの意見もあった。これに反して, 1・ 2年次配当を減らすべきであるという意見は, 1件

(1.1%)に留まった。

授業科目間の関連については,「 どちらともいえない」が47.5%と 最も多かつたが,「改善の必要

を感じる」(28.8%)が「現在のままでよい」(23,7%)を わずかに上回った。自由記述回答は合計

36件寄せられたが,関連づけ。系統づけを図るとするのが25件 (69,4%)あ った。具体的には,基

礎理論の重視,前・後期のつながり, 4年間に渡る見とおしを挙げるものもあった。他に,時間割

編成上関連のある科目を重ねないとするのが 9件 (25.0%)あ った。 4年次配当科目を増やすとい

う意見もあった。

教育実習に関しては,項目を立てて後述するが,既に述べた 1・ 2年次における教員養成カリキ

ュラムの充実とあわせて,授業科日間の関連及び配当年次が総合的に検討されるべきであろう。

④教官側の指導法・学生側の学び方

教官側の指導法については,「 どちらともいえない」が46.2%と 最も多かつたが,「改善の必要を

感じる」(38.2%)が「現在のままでよい」 (15.6%)を 上回った。自由記述回答は52件寄せられた。

極めて多様な意見でいくつかに集約することは困難であるが,概して厳しい指摘となっている。具

体的には,「だらける教官がいる」,「古いノー トを使用しないで」,「興味あるテーマを選んで」,「指

導したいことを明確に」,「l旨導法を勉強してほしいJ,「何を言っているのかわからない教官がいる」,

「実践的な内容を」,「現場での実体験が必要では」,「理想論すぎる」,「 もっと将来に役に立つこと

を」,「積極的・行動的にJ,「熱意をもって」,「サラリーマン教官がいる」,「教育学部の教官とは思

えない教官がいる」,「講義をもっと厳しく」,「安易に単位を出さないように」,「 もっと学生と対面

して」,「討論をとり入れては」,「学生の実態をみて工夫してほしい」,「自己満足でなく」,「教官差を

感じる」等々であつた。

一方,学生側の学び方については,よ り厳しい自己評価をしていた。即ち,「改善の必要を感じる」

が66.3%と 回答を求めた項目中で最高となっており,「現在のままでよい」はわずかに8.5%であつ

た。自由記述回答は合計で70件あつた。やる気を持つべき,積極性を持つべき,真面目に,目的を

持って,主体的に,等の自己評価が54件 (77.1%)に上った。他には,さ ぼつている,単位さえと

ればよいという感じであるとの意見もあった。学び方を身につけるべき,講義のための自学をすべ

き,実践的に学ぶように, という積極的な指摘もあった。

「理論ばかりで自分達は本当に生徒を知っているという風に考えておられる方が,生の子どもを

考えないで,自分達が勝手にイメージした子どもを使って講義をしておられる。J,「OO学 としての

教育と,実際の教育との間にはギャップがありすぎる。」等の指摘に対しては,教官側が謙虚に耳を

傾けなければならない面も多い。特に,講義に関しては,「実習等は時数は少なかったにせよ有意義

であったが,講義は抽象的・特殊的範囲のため役に立たないと思う。」,「講義は試験が終わると忘れ

てしまう。」,「おもしろくなくても体系的なものを。」など,講義の内容及び講義の方法・技術面で

の改善・充実
(161を求める意見が散見された。しかし,教官側だけの問題としてではなく,「講義その

ものに役立つ。役立たないはあると思いますが,大切なのは学生の姿勢なのではないでしょうか。」,

「理論が実際と結びつくのは現場に出てからになってしまうと思うが,やはり知識を持っておく必
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要がある。」と,学生自らの学び方と関わらせた意見もあった。
教員養成カリキュラムの充実とは,正に学生と教官が一体となって実践的に創り出していく課題
であるといえよう。

⑤教育実習 (観察参加実習,本実習,事前事後指導)
教育実習に関しては,観察参加実習は観察参加実習修了生の,本実習は本実習修了生の回答につ
いて集計し,事前事後指導については双方をそれぞれ集計した (図 12)。
まず,鳥取大学教育学部における教育実習の概要について説明しておこう。教育実習の期間と単
位は,小学校課程が 6週間 4単位,中学校課程が 5週間 3単位,養護学校甲・乙課程はそれぞれに
小 。中学校課程に加えて障害児教育実習 4週間 3単位がある。教育実習は卒業要件として必修であ
り,主免許状の教育実習単位が修得できない場合は卒業できない。既述のように,小学校教育実習
及び中学校教育実習は, 3年次に 1週間の観察参加実習があり(10月 の前期試験休み中), 4年次前
期に残りの期間 1/Jヽ 5週間,中 4週間)の本実習がある。障害児教育実習には観察参力日実習はなく,
4年次前期に一括して行われる。本実習は,観察参加実習を履修し,かつ,専門教育科目を60単位
以上修得している者でなければ履習できない。主免許状に加えて副免許状の教育実習もあり,小学
校,中学校及び障害児教育実習は4年次前期に 2週間 2単位で,幼稚園教育実習は 4年次後期に 2
週間 1単位で設けられている。実習校は,主免許状に関していえば,附属小・中・養護学校で行う
ことを原則としつつ,小学校教育実習について協力校 (鳥取市内小学校で回り持ち)で一部実施し
ている。出身校方式は採つていない。なお教育実習の評価は,学部委員と各附属校委員とによって
構成される教育実習委員会において行われている。事前 `事後指導は無単位である。

それでは, まず,観察参加実習に関する改善希望について検討したい。全ての項目について,「改
善の必要を感じる」が「現在のままでよい」を上回った。具体的には,時期 (56.6%),期間 (52.0
%),事前・事後指導 (48,3%),実習中の指導 (42.1%),実 習校 (36.9%)の 順で,「改善の必要を
感じる」との回答が多かった。

自由記述回答は,時期に関しては51件寄せられ,内49件 (96.1%)が もっと早い時期に行うべき
であるとしていた。具体的には,「 3年次の春」,「 2年次」,「 1年次」,「 2回実施Jの案が示されて
いた。 2件は,試験休み期間中を外してほしいというものであった。
期間に関しては45件寄せられ,44件 (97.8%)が延長希望であった。その内, 2週間案が 9件あ
つた。残りの 1件は,分割実施希望であった。
実習校では36件寄せられ,全てが附属校以外も可能にしてほしいという希望であった。
実習中の指導については22件寄せられ,も っとていねいに,詳しく,親切に, というものが10件
(45,5%)あった。もっと授業参加したいという希望も2件あった。
事前・事後指導については29件寄せられ,実施することの意義を疑うものが 9件 (31.0%),実習
中の実施をさけて事前に行うべきであるとするものが11件 (37.9%)あ った。一方,必修にして単
位化すべきであるとの希望も2件 (6.9%)み られた。

次に本実習に関して検討する。「改善の必要を感じる」が「現在のままでよい」を上回ったのは,

時期の項目だけであった。56.6%が本実習の時期について改善を希望していた。他は,期間 (75.6
%),実習中の指導 (73.6%),実習校 (60.3%),事前・事後指導 (50.0%)の順で,「現在のまま
でよい」との回答が多かった。

改善希望回答の方が多かった本実習の時期については,合計52件の自由記述回答の内,48件 (92.
3%)がもっと早期に実施すべきであるというものであった。具体的には, 3年次案が26件 , 2年次
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案が 1件あつた。その他に,養護学校甲課程の小学校教育実習本実習の間に障害児教育実習を入れ

て小学校実習を2分割する現行の実習期間の見直しを求める意見が 1件,逆に本実習を 2期に分け

て実施するとする意見が 1件,曜 日を定めて定期曜日に継続して実習するという意見が 1件あつた。

次いで改善希望の高かつた本実習の実習校に関しては,合計24件の自由記述回答の内,附属以外

での実習機会を保障するべきであるというものが23件 (95。 8%)を 占めた。具体的には,協力校を

増やして全員に協力校での実習を保障するというのが 6件,出身校方式を採るというのが 3件
であ

った。なお,観察参加実習修了生 。本実習修了生を合わせた集計では,本実習において協力校方式

を採つていない中学校課程では,「改善の必要を感じる」(38.3%)が「現行のままでよ
いJ(34.0%)

を上回るとともに,他の課程の「改善の必要を感じる」 (例えば,小学校課程では17.9%)の 2倍余

りの回答率となっていた。

本実習の期間については,「現行のままでよい」が 4分の 3を 占めていたが,改善希望の自由記述

回答13件の内,短縮希望が 3件 (23.1%),延長希望が 9件 (69.2%)み られた。

実習中の指導及び事前。事後指導に関する自由記述回答は,各々合計 7件,14件が寄せられたが,

回答内容は観察参加実習修了生のものと同様のものであった。

以上のように,教育実習については, 1)観察参加実習に対する改善希望が高いこと, 2)観察

参加実習・本実習を通じて実施時期を早い年次におろすこと及び実習校を附属校以外にも広げて公

立校での実習機会を保障することへの希望が高いこと, 3)観察参加実習の期間を 1週間から2週

間程度に延長する希望が高いこと, 4)事前・事後指導のあり方を存否を含めて検討することへの

希望が高いこと,がわかった。
ところで,教育実習の実施時期を早い年次にする理由としては,卒業研究・教員採用の準備をす

る上で現在の4年次前期では困るというものもあったが,「専門教育課程の学習も, 1・ 2年次くら

いで観察実習があれば役立て得ると思うが,必要性のないままに講義という形で知識を得ても,力

としてたくわえられないと思う。私自身,本実習が終った後で,『役立てられた』はずの講義をもっ

と真剣に聴くべきであったと後悔している。」と,専門教育課程での力量形成と関わらせているもの

もあった。

鳥取大学教育学部の場合,教育実習の位置づけをめぐって明確な合意が形成されているわけでは

ない。卒業要件として必修化しているところからすれば,高い位置づけがなされているといえるも

のの,表 6の開講授業科目の 4年次配当の極めて少ない点からして,教育実習によって学生の問題

意識等を深化させ,他の専門教育課程の学習に生かす発想というよりは,教員養成の総仕上げ的実

習観に立っているものと推察される。しかし,そ の場合にも,何をどのように総仕上げするかとい

う合意は,教官側にも学生側にも,ま た,大学側にも附属校及び実習協力校側にも明確な形では確

立していない。大学教育の一環として目的・意識的に教育実習を実施するというよりは,卒業要件

のため,免許状取得のために実施が必要だから行っていると言っても過言でない現状といえよう。

しかしながら,現に実施している教育実習が何ら効果を上げていないというわけではない。

まず,既にⅢ-1-● )の在学中の教職希望の変化の箇所で述べたように,学生は,教育実習体験

を通じて,入学前の教職希望を深化させたり,教職以外への進路希望を明確にしている。この過程

を図15に従ってさらに詳しくみると,1984年度本実習修了生の場合,観察参加実習後には,教職希

望が541%,教職以外希望が36.9%,不明が9.0%で あったが,本実習後には各々760%,18.2%,

5.8%へ と変化していた。すなわち,観察参加実習は,教職希望をより確かなものにしていくだけで

なく,逆に,従来の教職希望を揺さぶり,「教職に向いていないのではないか」と考えさせたり,教
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図15-1 教育実習経験による教職希望の変化 (Q6) 単位 :%
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図15-2 本実習修了生の教育実習経験による教職希望の変化 単位 :%
注1)教職希望は①③③の合計、教職以外希望は②①⑥の合計。

職以外を希望させたり,自 らの希望をわからなくさせたりする機能をも果たしていることが,第 1
の点としてわかる。第 2点日として,本実習は,観察参加実習で希望が揺れた者を含めて,教職希
望をますます確かなものにしていることがわかる。こうした傾向は,観察参カロ実習後の結果が,年
次を越えて近似している (図15-1)こ とから,年度にかかわらず共通したものと推察できた。
次 に,進路希望 の深    表13「教員」としての力量形成への自己評価を左右する指標
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鳥取大学教育学部研究報告 教育科学 第 27巻 第 2号       431

営」の 4項 目は 1%水準で,「教材研究,教科教育法に関する理解」,「授業の計画,教材研究`教材

構成」,「授業の評価・学力の評価」,「同和教育の推進」の 4項目は5%水準の有意差で,本実習修
了生の方が自己評価がよかった。これは,教育実習だけでなく, 3年次後期の授業・学習等の効果
でもあろうが,注目しうる。
このように,教育実習が実際に効果を上げている点を重視し,かつ,学生の改善希望を吟味して,

大学教育としての教員養成カリキュラムの一環として教育実習の位置づけを行い,他のカリキュラ
ムとの有機的な関係を築きつつ,教育実習を大学教育実践として創り出していくことが必要である。

③卒業研究

卒業研究について,本実習修了生の回答だけで集計したところ,「現在のままでよい」が61.2%と

「改善の必要を感じる」の15,7%を上回った。改善希望の自由記述回答は合計17件寄せられたが,

卒業研究を廃止する,教育実習・教員採用試験があって取りくめない,等の消極意見が 5件 (29.4

%),2年次から研究室に入る,3年次から準備できる体制づくり,等の卒業研究への早期着手希望
が 7件 (41.2%)あ った。「専門分野を持つことは,教師になってからも研究のはげみになる。」と

の積極意見もあった。図14に示したように, 4年次後期には, 9割を越える学生が受講コマ数を 8

コマ以下にして,卒業研究に集中していることが何える。しかし,実際には, 4年次前期に教育実

習,教育採用試験があることもあって, 4年次後期から卒業研究に着手する実態がある。教員養成
カリキュラムの出口に位置づく活動として必ずしも明確に恵義づけられているともいえず,「卒論で

なく実習に単位をぶりかえられるコースも設けてほしい。」という教職希望学生からの要望もみられ

た。卒業研究を必修 5単位としている意味を明示する必要があると思われる。

③小学校課程における専修制度

「小学校教員養成課程の学生は,小学校教員となるために必要な幅広い総合的な学力を養わなけ
ればならない。しかしながら,特定の専門領域,教科について特に深く研究し,将来,学校教育に
おいてその分野における指導的役割をはたすことも必要である。Jと の観点から,鳥取大学教育学部
では,小学校課程に専修制度を導入している。小学校課程学生は, 1年次の12月 に希望教科 (国語 ,

社会,算数,理科,音楽,図工,体育,家庭及び教育 。心理の 9専修を決定し,専門教育科目の最
低修得単位88単位中, 6単位 (6.8%)は専修教科専門科目で履修せねばならず,原則として所属教
科で卒業研究にとりくむことになっている。

観察参加実習修了生 。本実習修了生をあわせた小学校課程学生の回答について集計した結果 (図

12),「現在のままでよい」 (53.1%)が「改善の必要を感じる」 (28.8%)を 上回った。自由記述回

答29件の内訳は,「現状では必要性を感じない」,「廃止J等が 8件 (276%)あ った一方で,「 もっ
と専門的にしてはどうか」,「入試段階から専修制をとる」等が11件 (37.9%)あ った。他に,「教科

ごとの人数の偏 りを是正するJ,「教官数の補足を」と,一応各教科20名ずつの配分を予定していな
がら,実際には数教科に偏っている実態に対する不満があった。専修制度に対する改善希望の中に

は,専修制を教育 。学習の内容面及び制度面 (単位配分の増加,入試時からの完全専修正)でもっ
と徹底すべきであるという立場と,「カリキュラムが規制されるだけ」,「現在あまり専門性がない」

等の理由から専修制度を廃止すべきであるという立場の双方がみられた。

ところで,表 13をみると,「 (専攻・専修)専門科目に関する理解」への自己評価が,小学校課程
が専攻を持つ養護学校乙課程よりも高いことがわかる。「特定の専門領域,教科について特に深く研

究」することができているのか,ま た,そのことと「幅広い総合的な学力」の養成 とがどのように

関連しているのかについてはさらに吟味を要するが,専修制度が現に効果を上げている側面を伺う
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ことはできる。

③進路変更に伴う措置

Q10の項目には含めていなかったが,進路変更に伴うバイパスコースの設置を望む自由記述回答
がいくつかあった。例えば,「教師になりたくないと思いだした学生に,5週間もの教育実習を課す
のは苦痛です。公務員試験など志している学生には, 5～ 6月 は,おいこみの時期なのにつぶされ
てしまうということがあります。 2級でいいから,期間を短くしてくれるなど,も っと柔軟なカリ
キュラムにしてほしいと思います。」との意見は,具体的に教育実習の必修単位を柔軟にしてほしい

との希望を示している。

鳥取大学教育学部では,課程・専攻教科及び専修教科の変更は原則として認めないことになって
いるが,「やむをえない場合」に限り, 2年次の12月 までに願い出があれば,規程に基づいて転課程
選考委員会において審議選考されることになっている。しかし, どの課程等に変わろうとも,主免
許状取得を満たす単位を含む合計88単位の修得が卒業要件となることに変わりはなく,それ以外の

特別コースは設定していない。現在,特に問題となるのは,教育実習のとり扱いであろう。
ところで,図15-2に示すように,本実習を修了した時点において, 2割近い「教職以外希望」
者が存在することも事実であり,無視できない。ただし, これらの者の「教職以外希望Jそのもの
が,教育実習体験を経る中で明確化してくる側面もある。従って,教育実習を完全に選択制にして
しまうことは,教員養成カリキュラムを通しての自己形成 。自己変革の促進機能を弱めることにも
なりかねない。しかし,鳥取大学教育学部の場合には,教育実習を 2回に分割して実施しているこ
とから,現在の観察参加実習を改善・充実し,進路の自主的選択や大学での目的的で主体的な学習
を促すような役割を果たす工夫をすれば, 1級免許状に必要な教育実習を全員に義務づける方式を

柔軟にすることも検討されてよいといえよう。

その際,小学校課程の専修教科の決定が 1年次の12月 ,養護学校乙課程の専攻教科の決定も同じ
く1年次の12月 ,変更願い出が 2年次の12月 であることから考えて, 1・ 2年次の教員養成カリキ
ュラムの改善方策で述べたように, 1・ 2年次こそ進路希望を明確にしうるような「青年期教育」

が重要であることが再確認できようよつこの「青年期教育」に有益であると考えるならば,教育実習
を2年次,ま たは 1年次におろしてくることも検討課題といえる。

Ⅳ.結び

現在,鳥取大学教育学部では,観察参加実習 。本実習の「基礎実習一応用実習J方式への充実,
教育実習と学部の他のカリキュラムとの有機的な連動のあり方,教育入門科目の 1年次開設,副免
取得のあり方,等々が検討中である。教員養成カリキュラムの改善・充実が個々の大学・学部の自
主的努力に依拠した極めて実践的課題であることを踏まえるならば,本稿はそのための若干の素材
を提供したに過ぎないといえる。教員養成カリキュラムの実践的創造は,今後に待つところが大き
く11° 本稿では言及できなかった。

最後に,本稿を終えるにあたって,入試制度と教員養成カリキュラムとの関連について述べてお
きたい。

共通第一次試験制度そのものの見直しを含めて大学入試制度が大きく変わろうとしている。確か

に,共通第一次試験に対しては,「教官入試調査("ち によれば,「重視する学生の能力や資質Jが測
定できないとする教官が50.0%と ,測定できるとする教官の29.4%を上回っており,厳 しい評価で
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あった。大学入試で二次試験をどの程度の比重にするかの間に関しても, 2次試験重視
が487%と

共通第一次試験重視の13.9%を上回っていた。共通第一次試験に対する評価は,「学
生入試調査」

9

では,いずれの問も教官より厳しいものとならている。そして,鳥取大学における入試改革の必要

性を教官の84,9%が認め,支持していた。

では,どのような方向での改革が意識されているのであろうか。まず,改革の留意点とし
て,「個

性や適性を重視した選抜」が教官の55.6%,学生の66.2%に支持され,最も高かつた。特に教育学

部の場合,教官が77.5%,学生が73.8%と ,他学部に
'ヒ

して, この留意点に対する支持が特に高か

った。そして,入試で見極めたい学生の資質として,「一般的な知的レベル」,「特定の教科の学力」,

「語学力」等よりも,「熱意・やる気」,「努力・まじめさ」を重視する傾向が,全学的に教官
。学生

の双方に認められた。第二次試験のあり方としては,学部共通よりもさらに小さ
い単位である学科・

課程の独自性を尊重して実施すること,及び,二次試験の内容としては,「学力試験」(教官69.7%,

学生54,1%:以下同様 ),「面接」(59.6%,65.1%),「 小論文」(40.4%,521%),「実技試験」(10.

3%,20.5%)が 想定されていたことも判明した。教育学部の場合,教官は「実技検査」 (68.3%を ,

学生は「面接」(67.3%)を最も強く希望していた。

ところで,結論から先に言えば,教育学部の場合,入試そのものが選抜という機能よりも,教員

養成カリキュラムの導入部分としての機能と位置づけを持つ必要があると
いうことである。鳥取大

学教育学部では,1985年度入試 (1985年 4月入学生)から,小学校課程及び養護学校甲・乙課程の

入試に,従来からの「学力試験」に代わって,「小論文」及び「実技適性検査」を導入し,共通第
一

次試験成績を合わせて総合的に判定する方式に踏み切っている。この背後には,「入試調
査」によっ

て明らかにされた「個性や適性を重視した選抜」への配慮があると思われるが,さ らには,教員養

成を主たる目的とした学部としての入試を追求する側面もある。これを一歩すすめ
て,入試を入学

以降の教員養成カリキュラムと結合して改善を図る可能性が存在する
ことを指摘したい。即ち,「実

技適性検査」を例にとるならば,「適性に欠ける者」を除外するという機能を否定す
るわけではない

が,む しろ,「適性」とは何かを考えさせ,自覚化させる機能が発揮しうることを重視した
い。教員

養成カリキュラムを通して自己形成・自己変革を促す観点を重視するならば,そ れは,大学入試に

臨む段階から,偏差値による進路選定を越えた自主的 。自覚的な進路選択を保障しうるような入試

制度をも,教員養成カリキュラムの一環に含むものでなければなるまい。

く,主〉

各大学・学部の紀要及び研究報告を調べただけでも,宮城教育大学,琉球大学教育学部,福島大学教育学部

をはじめ,東京学芸大学,二重大学教育学部,鹿児島大学教育学部など,教員養成のあり方を検討・試行し

たり,実態調査を実施していないところがないほど,調査・検討及び試みが進められている。

日本教育学会 (大田莞会長)は ,自由研究発表の分科会として「教師教育」の名称を使用して
いる他,学会

内に専門検討委員会を設けて『教師教育の改善に関する実践的諸方策についての研究』と
のテーマで検討を

進め,報告書を出し,ま た,毎年の研究大会のシンポジウム及び課題研究でとりあげ,教員養成を教師教育

の一環として位置づけた提起を継続して行っている。

1984年度委員は,福島隆壽(委員長),中野恵文,縫部義憲,渡部昭男の他,補導委員兼任の菅原稔,田結庄

順子,高屋秀雄 (以上 3名 は前期),岡田昭明,佐伯友弘,矢島徹輔 (以上 3名 は後期)の合計 7氏で構成さ

れていた (50音順)。 本稿は,カ リキュラム委員会の共同活動に依拠しているが,考察の責任は筆者にある。

集計にあたっては,電子計算機センターの池信隆行氏,鳥取大学教育学部教育社会学教室の高口明久氏,同
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非常勤講師の田丸尚美氏にお世話になった。

鳥取大学学生生活実態調査専門委員会『昭和58年度学生生活実態調査報告書』1984年,調査方法は,各学部・
教養部学生の 3分の 1の無作為抽出で,無記名アンケー トを学生係のポストに投入させて回収した。教育学
部専門教育課程学生の回答者は81名 ,全学で668名の回答であった。
鳥取大学『入学者選抜方法研究委員会報告書』 (13号)(14号 ),1984年・1985年。各学部教官合計581名 を対
象に,配票留置法による自計式調査で行った。回収率は,全体で690%,教育学部で51.3%(41名 )であっ
た。学生調査の方は,教育学部,工学部,農学部学生を対象に講義時間を利用して行った。回答者は総計で
453名で,内 260名が教育学部学生であった。なお,同研究グループの委員は,鳥取大学教育学部の藤島弘純
氏 (グループ長),高 口明久氏と筆者の 3名であった。
教職希望の比率については,1979年度 1年次及び 3年次学生を対象にした調査においても,「是非教師になり
たいと思う」の項目に賛意を示した者が67%,否定する者が■%と いうように,近似した結果がみられた(高
口明久「教員養成学部における学生文化の性格に関する調査研究J『鳥取大学教育学部研究報告 教育科学』
第23巻 ,1981年 )。 また,他大学でも,例えば琉球大学教育学部における1979年度の調査で「教職就職希望J
が712%と いう結果が報告されている (琉球大学教育学部教育方法改善プロジェクト『教員養成のあり方に
ついての総合的研究および施行――カリキュラム,専修制度,入試制度,教育実習,教育方法等の改善――
報告書』1980年 , p.271)。

『昭和58年度学生生活実態調査報告書』 p.138。

今後,小学校児童人数が減少する傾向は他県と同様であるが,少なくない定年退職者がここ数年は見込まれ
ており,鳥取県内で教職に就こうとする者に他県ほど切迫感はない。ただし,表 5-2に示すように, 1年
目は大多数が非常勤採用である。常勤就職率の追跡調査は行われていない。鳥取県の講師採用制度に言及し
た論稿に,高 口明久「地域と結びあう教育研究をめざして」『教育』444号 ,国土社,1984年 ,がある。
『昭和58年度学生生活実態調査報告書』pp.138-143。

『入学者選抜方法研究委員会報告書 (そ の13)』 pi 26。

自由記述回答として,「役立てることはできない」意見として,「受動的に単位を取得しただけ〕と自らの学
び方を理由に挙げている者の他に,「断片的な知識を得るならば,本 を読めばよい。一歩進んで,社会状況,
歴史等実生活と関連を持たせて『いわゅる教養』という形で講義してほしい。専門的な知識のみの教授は受

験勉強と差はないと考える。大学らしい『教養』のあり方を望む。」と,教養課程での「教養Jの内容・質を
吟味すべきであるとの見解を示す者もあった。もちろん,「一般教養は専門的知識の基礎をなす。」という「役
立てることができる」とする理由も散見されたが,上記の提言の持つ意味は大きい。極めて実践的課題とも
いえよう。

このような改善方策は,琉球大学教育学部の報告書 (1980年 )に既に示されており,実施している大学 。学
部もある。

ささやかな実践ではあるが,筆者が担当する「障害児教育論」も1年次配当であり,1982・ 1983年度に試み
たものを次の論稿にまとめた。渡部昭男「『病める学力』をみつめる教師の卵たち――明日の教師の自己変革

――J『拓 く』第 2号,鳥取の子どもと教育を考える会,1984年。
クラブ活動の指導を社会教育ではなく学校教育の一環として教師が担当することについては異論もあろうが,

鳥取県下の実情からは含めざるを得ない面が強い。

大学における伝統的な教授法である「講義Jに対する見直しは,諸外国でも進められている。例えば,ロ ン
ドン大学教育研究所大学教授法研究部『大学教育の原理と方法 大学教授法入門』玉川大学出版部,1982年 ,
pp. 86-103。

高取憲―郎氏の1983年度鳥取大学教育学部 1年生を対象とした調査によれば,「協調的な仲間関係を保ちなが
らも,そ れが自分の生き方の積極性となってはね返ってこないタイプ」,及び「現在から未来をみたときに,
自己像の積極的な再編成過程が現われてこないし,逆に,未来の自己像類型が現在の自己像へとそっくりそ
のまま投影されている」という「人格構造」が分析されている。このような鳥取大学教育学部の青年,特に

1年次学生にどのように働きかけうるかということが,教員養成カリキュラムに問われているといえる。高
取憲一郎「現代青年の自己像と生活の道程―一人格構造論試論――」『鳥取大学教育学部研究報告 教育科学』
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第26巻 ,1984年 , p.339。

10 「教官入試調査」に基づけば,「教養部と専門課程の関係」 (全学88.1%,教 育学部925%:以下同様),「専

門課程でのカリキュラムや単位数J(862%,902%),「 教養部でのカリキュラムや単位数」 (87.2%,921

%,「教官の指導の姿勢や努力」(841%,775%)に 対して,「再検討の必要がある」との高率での回答が示

されていた。意識としては,教官の入試及びカリキュラム等への改善希望は高い。『入学者選抜方法研究委員

会報告書 (そ の13)』 p.21。

10 『入学者選抜方法研究委員会報告書 (その13)』 pp.2-31。 『同 (そ の14)』 pp.3-55。

教 員 番 成 カ リ キ ユ ラ ム の あ り 方 検 討 の た め の 学 生 ア ン ケ ー ト

1984年 10月
鳥取大学教育学部カリキユラム委員会

このアンケートは、鳥取大学教育学部3年次以上の学生を対象として、すぐれた教員の養成をはかるため、鳥取大学教育学部カリキユラムをさ

らに充実する上での基礎的資料を得るために行うものです。得られた結果はこの目的以外には利用致しませんし、すべて統計的に取り級い、個人

の名」jが出たり、ご迷感をおかけすることは決してありません。学生諸君のご協力をお願いします。
国答の方法は、特に指示が無い限り、あてはまる選択肢を1つだけ選び、その記号をOで囲んで下さい。
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2.
3.
4.
5.

(専門課程での学習 (主免許状に関するもの)〉
Q7 あなたは、専門課稗での学習 (主免許状に関するもの)を通じて、将来教員になつた時にどの程度ど生かせる「力晏」を身につけている
と現時点で自己評価しますか。

(1, 教育の基礎理論に関する理解
②  (専攻・専修)専門科日に関する理解
(3)教 4B研究、教科教育法に関する理解
④ 〒ども理解。子ども把握
(Io1 1lЧ学年及び担当教科の教育課程の編成
(6)授業の言I両、教材研究 ,教材構成
(7)実際の授業の指導・展開
(い : 授業のp7価、学力評価
(9)牛活指導 (進路指導)
(10'サ級集団のとりまとめ、学級経営
(11)校内校務分学、学校経営
(12)父同、地域住民との連携
俯3,問題を持つ子や降密児への道切な指導
(11'同和教育の推進
(15)クラブ活動

Q8,あなたが専門課程で受けた (受けている
できると考えますか。 ど

ことができる  立てることができる いえない 役立てることがで
きない

(1)教科専門科目
(2)教職専門判目
fal 講数 (全体として)
(1)演円 (全体として)
(0 実験。支習 (今体として)
(6)教育交習・槻寮参加実習
(7)教育実潤。本実習 (主免許状)
(Oj 卒業研究
③ 専條専門教科 (小学校課r「のみ)
喘0'特殊教台専岡教科 (景護課程のみ)
■1,醇1免の学召、教育実習 (副免取得者のみ
「なぜ投▼(うるのか」「なぜ役立てられなし

Q9 現在の専門課桜のカリキュラム (主免許状に関するもの)は、すぐれた教員としての資質や能力が形成できるよう配慮されていると思い
__感 す/JI。 _
1大いに配慮さ とし どちらかとし

配慮されている 配慮されていない

Q10.主 免許状に関するカリキュラム (す ぐれた教員となる繰点から) ますか。

(1)最低測得単位数
(2)授業科目の開破数
(3)授業科日の椰類
a)授業科目の形態 (騎義、演習等)
⑤ 講強2単位、演習1単位の単Fv配分

8 握棄斜目8吾儀警こr
O 教官側の指導恐
① 学生側の学び方
¶0)観寮参加実習の時期
(11'観葉参加実習の期間
(12,観葉参加実習の実測校
(13)観察参加実習中の指導
(14'本実習 (主免)の時期

Ｏ
Ｏ
⑫
④
②
④
④
０
０
０
０
０
⑫
①
０

①
①
Ｏ
①
①
Ｏ
Ｏ
⑫
Ｏ
Ｏ
Ｏ

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
０
０
①
Ｏ
①
①
Ｏ
０
０
０

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

まつたく役立てる
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`15)本
支習 (主免)の期間

(16)本実習 (主免)の実習校
‖秒本実習 (主免)中の指導
(18'教育実習の事前・事後指導
19'卒業研究
12υ 専修制度 (小学校課程のみ)

０
０
０
０
０
０

く

Ｑ

認駆繭
蜘

Q12,Qll.で挙げた取得計画免許状の合計数を[]内に記入して下さい。 (教科が違う場合、それぞれをカウントします。)

合計数 □ ④

て下さい。

くその他の意見〉
Q14.教育学部のカリキュラム等について要望事項、意見等がありましたら、具体的に記述して下さい。 (例えば、専修制度等について。)

(昭和 60年 9月 16日 受理)




